
予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　食品科学研究所整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　商工労働部　産業技術課　研究所整備推進係　
電話番号：058-272-1111（内3093）

　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp　
１　事業費　　    8,362千円（前年度予算額：1,754,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産
収入
	寄附
金
	その
他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,754,000
	54,216
	0
	0
	0
	0
	0
	1,456,000
	243,184

	要求額
	8,362
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,362

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨
・県には豊富な地域資源を背景に特徴的な健康食品を製造する食品業界や、清酒などの醸造業界があり、成長・雇用戦略において、食料品分野を成長産業の一つと位置づけている。

・平成２７年度から「機能性表示食品制度」が導入されることを受け、新たな機能性食品の効果を実証するための分析・評価技術の強化が求められているところである。
・県では産業技術センターにおいて食品の加工・製造や醸造・発酵などの技術開発を推進しており、一方、岐阜大学では動物実験や食品の成分に関する研究といったライフサイエンス分野の研究に取り組んでいる。

・大学の研究と県の技術開発を連携させることにより、県内企業の健康食品や機能性食品開発のニーズに対し、これまで以上に応えることを目指した「食品科学研究所（仮称）」を岐阜大学の敷地内に整備し、県と大学が共同で企業課題を解決できる拠点を形成する。

（２）事業内容

　①開所準備業務

　　　平成31年４月の開所のための作業を実施する。

　②周辺工事

　　　整備スケジュール調整により実施時期を平成31年度に変更した、渡り廊下を接続する応用生物科学部B棟部分の入退室管理設備改修工事などの工事を実施する。

　　＜整備計画（予定）＞

　　　基本設計・実施設計　～平成２８年度

　　　建物工事　　　　　　～平成３１年１月末
　　　移設、機器整備　　　平成３１年２～３月
　　　開所　　　　　　　　平成３１年４月

（３）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	需用費、役務費等
	778
	事務費、旅費、報償費 等

	委託料
	1,206
	開所式会場設営費用

	工事請負費
	2,200
	構内看板整備工事費用

	負担金
	4,178
	周辺インフラ工事負担金

	合計
	8,362
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県成長・雇用戦略において、外的要因、経済変動に強い、バランスのとれた産業構造の構築をめざし「成長分野の企業の集積並びに規模の拡大」とともに「中小企業の新分野への挑戦を促すための新商品・新技術の研究開発支援」を位置付けている。工業系試験研究機関に関しては、この中で「企業支援機能強化プロジェクト　工業系試験研究機関の機能強化」を位置づけている。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　食料品をはじめとする健康関連分野の支援拠点である食品科学研究所(仮称)の開所(平成31年4月)に関する業務を行う。また、一部、後年度に実施することとした工事を実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　本事業は建物整備を実施するものであり、達成度を評価するような数値指標を定めることが妥当ではない。




（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　・建物工事の実施

　・給排水等の周辺インフラ工事の実施
　・開所に向けた準備作業の実施（移設業務の実施、新規備品などの導入）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　本整備事業により、県内の中小企業が気軽に何でも相談でき、今まで以上に幅広い分野の課題・ニーズに対応できるこれまでにない一貫した食品関連産業への支援体制が構築できる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　施設整備に関連して関係機関と連携し推進する必要がある。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　研究開発・技術支援事業等を通じて、新たな施設整備による試験・研究機能の強化とともに、本県において関係する産学官関係者と連携して、県内産業の成長・発展に資する取組みを実施する。


